
作成日

変更日

（１）基礎情報

ア．対象地域

人口

イ．計画期間

※目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直すものとする。

開始年月日

終了年月日

伊予市、松前町

令和7年4月1日

令和13年3月31日

令和6年11月28日

伊予市（みなし過疎地域）

伊予市、松前町、伊予地区ごみ処理施設管理組合

214.85

65,791

１　計画の基本的な事項

地域の要件

離島、豪雪、山村、半島、
過疎地域に該当がある

市町村名

地域総面積（㎢）

地域内総人口（人）

　　構成市町村に一部事務組合等が含まれている場合、当該組合の状況

組合名称
（設立（予定）年月日）

計画期間※

伊予地区ごみ処理施設管理組合（昭和45年5月1日設立）

6年

組合を構成する市町村

組合設立に関する、
今後の見通し

伊予地区ごみ処理施設管理組合地域循環型社会形成推進地域計画

地域の要件がその他の場合
は具体的に記載

構成市町村等（作成者）名

1



（２）対象地域における取組みに関する事項

ア．ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況

イ．プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容

実施地域

実施年度

実施方法

上記が④も
しくは⑤の
場合、その

詳細

予定地域

予定年度

予定方法

上記が④も
しくは⑤の
場合、その

詳細

松前町

令和10年度

①日本容器包装リサイクル協会への委託（プラ法32条のルート）

　愛媛県は、県内の安定的かつ効率的なごみ処理体制の構築を図り、「愛媛県ごみ処理広域化・集約化計
画」（令和４年３月）を策定している。その中で本地域は、「松山ブロック」として位置付けられてお
り、ブロック内の焼却施設数を令和13年度までに２施設に集約する目標が掲げられている。
　松山ブロックの３市３町は、いずれもごみ処理施設の老化が進行していることなどから、令和２年９月
に「松山ブロックごみ処理広域化検討協議会」を立ち上げ、広域化に関する検討を開始した。
令和４年３月には、広域化・集約化の検討を具体的に進めるための基本的事項を整理した「松山ブロック
ごみ処理広域化基本構想」を策定したほか、令和５年３月には、広域化を実施することや新施設の整備場
所・整備方法等に係る３市３町間の基本合意を締結した。
　令和６年３月には、３市３町のごみ処理状況を整理するとともに松山ブロックのごみ処理広域化に係る
基本的事項を明らかにすることを目的に「松山ブロックごみ処理広域化基本計画」を策定した。
　伊予市及び松前町は、松山市へのごみ処理の集約化に伴い、伊予地区ごみ処理施設管理組合の伊予地区
清掃センター(焼却施設)を解体する計画である。
　その後、伊予市は伊予地区清掃センター解体跡地に可燃ごみ中継施設及び資源ごみ等のストックヤード
を整備する。

愛媛県ごみ処理広域化・集約化計画　令和4年3月

伊予市（みなし過疎地域であるため）

○

実施しない（予定）地域

プラ要件化対象事業の実施

備考

実施予定の
場合

確認した都道府県の
広域化・集約化計画の名称

実施済の場合
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ウ．対象地域における一般廃棄物処理有料化の状況

エ．対象地域における災害廃棄物処理計画の策定状況

伊予市（伊予市災害廃棄物処理計画 平成31年3月）、松前町（地域防災計画
令和元年）

①構成市全てで策定済

①全ての構成市町村で導入済有料化導入状況

未策定の構成市（策定予定時期）

備考

上記が④の場合、その詳細

未導入の構成市町村名

有料化導入に向けた
検討状況

※全ての構成市町村で導入
済の場合は記載不要

策定状況

策定済の構成市（計画の名称）
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２　循環型社会形成推進のための現状と目標（一般廃棄物の処理）

（１）一般廃棄物の処理の現状と目標（全域）

現状 目標

令和5年度 令和13年度 現状比

65,791 59,876 -9.0%

4,051 3,608 -10.9%

13,530 12,449 -8.0%

418 409 -2.2%

　その他排出量（トン） 465 465 0.0%

　⑤総排出量（トン） 18,046 16,522 -8.4%

749 754 0.7%

　再生利用量 3,757 3,701 -1.5%

21% 22%

　最終処分量 1,747 1,657 -5.2%

10% 10%

　エネルギー回収量 　年間の発電電力量（MWH） 0 0

　年間の熱利用量（GJ） 0 0

特記事項

　⑦総資源化量（トン）

　⑧埋立最終処分量（トン）

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表１のとおり目
標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。

　排出量

　⑥1人1日当たりの排出量（ｇ/人日）

　④1人1日当たりのごみ排出量（ｇ/人日）

　③生活系ごみ排出量（トン）

　②事業系ごみ排出量（トン）

　表１　減量化、再生利用に関する現状と目標

　①総人口（人）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

・その他排出量には集団回収量を含む。

※　別添資料として①～⑧に関する過去及び将来推計のトレンドグラフを添付する。

⑤総排出量：②＋③＋⑤の和〔単位：トン〕

②③排出量：対象地域において出されたごみの量（資源含む。集団回収されたごみを除く）〔単位：トン〕
　　　　　　※事業系・生活系それぞれで記載。

⑥1人1日当たりの排出量：⑤*10^6/総人口/年間日数〔単位：ｇ/人日〕

⑦総資源化量：事業系の資源ごみ量＋生活系の資源ごみの量＋集団回収量等の和〔単位：トン〕

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕及び熱利用量〔単位：GJ〕

その他排出量：②、③に該当しない排出量〔単位：トン〕

④1人1日当たりのごみ排出量：（生活系ごみ排出量－生活系資源ごみの量）*10^6/総人口/年間日数〔単位：ｇ/人日〕

⑧最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕

≪用語の定義≫　下記のとおり表１で用いる用語の定義を行う。
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予測・目標における数値のうち、②③④が増加予測となるものもがある場合はその理由を記載

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

一般廃棄物処理計画の目標値を基本としているが、既に目標を達成している場合は、人口と同様に推移するも
のとした。
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（２）一般廃棄物の処理の現状と目標のフロー図（全域）

令和5年度

集団回収量 総資源化量 総排出量

18,046 t
リサイクル率

20.8%

処理残さ量

5,039 t
排出量 計画処理 28.7%

17,581 t

100.0% 減量化量

12,542 t
自家処理量 71.3% 最終処分量

1,747 t

9.9%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

令和13年度

集団回収量 総資源化量 総排出量

16,522 t
リサイクル率

22.4%

処理残さ量

4,893 t
排出量 計画処理 30.5%

16,057 t

100.0% 減量化量

11,164 t
自家処理量 69.5% 最終処分量

0 t 1,657 t

10.3%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

0 t

0.0%

処理後再生利用量

直接資源化量 処理後再生利用量

3,292 t

18.7%

100.0%

0.0%

9.9%

中間処理量

直接最終処分量

直接最終処分量

465 t

0 t

直接資源化量

16,057 t
1,657 t

20.2%

10.3%

0.0%

100.0%

16,057 t

3,701 t

0 t

0.0%

現状の一般廃棄物の処理状況フロー

中間処理量 処理後最終処分量

目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー

処理後最終処分量

3,236 t0 t

0 t

465 t 3,757 t

17,581 t
17,581 t 1,747 t
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（３）各構成市町村の一般廃棄物の処理の現状と目標

現状

令和5年度 令和13年度 現状比

1,880 1,656 -11.9%

6,789 6,094 -10.2%

205 205 0.0%

8,874 7,955 -10.4%

1,384 1,311 -5.3%

16% 16%

939 866 -7.8%

11% 11%

現状

令和5年度 令和13年度 現状比

2,171 1,952 -10.1%

6,741 6,355 -5.7%

260 260 0.0%

9,172 8,567 -6.6%

2,373 2,390 0.7%

26% 28%

808 791 -2.1%

9% 9%

　再生利用量
　総資源化量（トン）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　最終処分量
　埋立最終処分量（トン）

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

目標

目標

　排出量

　事業系ごみ排出量（トン）

　生活系ごみ排出量（トン）

　その他排出量（トン）

　総排出量（トン）

伊予市

松前町

　総排出量（トン）

　その他排出量（トン）

　生活系ごみ排出量（トン）

　事業系ごみ排出量（トン）

　総資源化量（トン）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　埋立最終処分量（トン）

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

　排出量

　再生利用量

　最終処分量
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（１）処理体制

（２）処理施設等の整備

３　目標達成に向けた施策（一般廃棄物の処理）

現在の処理体制
生活系ごみの分別区分に準じて、事業者が中継施設へ直接搬入するか、許可業者に依頼して松山市の焼却
施設に搬入して共同処理されている。

今後の処理体制
現在の処理体制を継続する。なお、多量の事業系一般廃棄物を排出する事業者には、減量計画書等の作成
を義務付けるなどして、一層の減量を図る。

伊予地区清掃センター（焼却施設）は、松山市へのごみ処理の集約化に伴って令和5年4月から廃止して
いるため、伊予地区ごみ処理施設管理組合にて解体する。

解体跡地には、可燃ごみと粗大ごみの中継施設及び資源ごみ等のストックヤードを整備する。
なお、直接搬入ごみを対象とした施設であるため、処理体制に変更は生じない。

　　ア．生活系ごみの処理体制の現状と今後

現在の処理体制
伊予市及び松前町で発生する可燃ごみは、松山市の焼却施設で共同処理されている。
粗大ごみは、民間処理業者に委託して処理を行っている。
資源ごみは、それぞれの区分で分別排出された後、民間処理業者に委託してリサイクル処理を行ってい
る。
不燃ごみは、民間業者への委託により埋めた処分を行っている。

今後の処理体制
可燃ごみは、基本的には現在の処理体制を維持するが、伊予市では、伊予地区清掃センター解体跡地に整
備する中継施設にて、直接搬入ごみを対象とした可燃ごみの中継運搬を行う。
粗大ごみは、松山市の処理施設で共同で処理するものとする。
資源ごみは、引き続き各市町が個別に処理するものとする。なお、伊予市では、伊予地区清掃センター解
体跡地に整備するストックヤードにて直接搬入ごみを対象として資源ごみ (びん・缶・紙類・布類)の受
入れ、選別・一時保管を行う。
不燃ごみは、引き続き各市町が個別に処理するものとする。

　　ウ ．一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後

現在の処理体制
各市町の処理施設で産業廃棄物の処理は行われていない。

今後の処理体制
新施設の供用開始以降も産業廃棄物を処理する計画はない。

　　イ．事業系ごみの処理体制の現状と今後 
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表２　伊予地区ごみ処理施設管理組合地域各市町村の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後

分別区分 処理方法 処理施設等 分別区分 処理方法 処理施設等 分別区分 処理方法 処理施設等 一次処理 二次処理

燃えるごみ
焼却

（熱回収）
松山市西CC 燃えるごみ

焼却
（熱回収）

発電
松山市南CC
松山市西CC

(焼却灰)
松山市横谷UC
松山市大谷台UC
ｾﾒﾝﾄ原料化(委託)

びん類 委託 びん類 選別・圧縮 委託

布類 委託 布類 ― 委託

かん類 委託 かん類 選別・圧縮 委託

ペットボト
ル

委託
ﾘｻｲｸﾙできない
ものは焼却処
理

ペットボト
ル

選別・圧縮

委託
ﾘｻｲｸﾙできない
ものは焼却処
理

プラスチッ
ク製容器包
装

委託
プラスチッ
ク製容器包
装

― 委託

紙類 売却 紙類 売却 売却

有害ごみ 委託 有害ごみ 売却 売却

燃えないそ
の他ごみ

委託
燃えないそ
の他ごみ

選別 委託

粗大ごみ
委託
可燃性の残渣
は焼却処理

粗大ごみ 破砕・選別
松山市南CC
破砕施設

松山市南CC

※燃えるごみ、粗大ごみ、びん類、布類、かん類、紙類の直接搬入分は

　伊予地区清掃センターの解体跡地に整備する中継施設及びストックヤード

　に持ち込まれた後、上表のとおり処理される

現　　　状（R5年度） 今　　　後（R13年度）

伊予市
分別区分 処理方法

処理施設等

リ
サ
イ
ク
ル

リ
サ
イ
ク
ル

9



表２　伊予地区ごみ処理施設管理組合地域各市町村の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後

分別区分 処理方法 処理施設等 分別区分 処理方法 処理施設等 分別区分 処理方法 処理施設等 一次処理 二次処理

可燃ごみ
焼却

（熱回収）
松山市西CC 可燃ごみ

焼却
（熱回収）

発電
松山市南CC
松山市西CC

(焼却灰)
松山市横谷UC
松山市大谷台UC
ｾﾒﾝﾄ原料化(委託)

紙 委託 紙 売却 売却

プラスチッ
ク

委託
プラスチッ
ク

再資源化 委託

ペットボト
ル

委託
ペットボト
ル

再資源化 委託

かん 委託 かん 売却 売却

びん 委託 びん 再資源化 委託

金属・スプ
レー缶

委託
金属・スプ
レー缶

売却 売却

古着古布 委託 古着古布 再資源化 委託

剪定枝 委託 剪定枝 たい肥化 委託

有害ごみ 委託 有害ごみ 再資源化 委託

廃食用油 委託 廃食用油 売却 売却

わたふとん 委託 わたふとん 再資源化 委託

小型家電 委託 小型家電 再資源化 委託

埋立ごみ 委託 埋立ごみ 再資源化 委託

粗大ごみ 委託 粗大ごみ 破砕・選別
松山市南CC
破砕施設

松山市南CC

リ
サ
イ
ク
ル

リ
サ
イ
ク
ル

現　　　状（R5年度） 今　　　後（R13年度）

松前町
分別区分 処理方法

処理施設等

10



表３－Ａ　マテリアルリサイクル推進等のための整備事業

事業番号 1

施設名称
（仮称）ストック

ヤード及び中継施設

事業主体 伊予市

工種 新設工事

事業目的
（新設・改良等の理由）

再利用・再生利用の
推進、市民サービス
の向上

施設種別 ストックヤード

処理方式
破砕・選別、一時保

管等

処理能力（単位） 3.6（t/日)

事業期間 R11～R12

竣工（事業完了）予定年月 令和13年3月

設置予定地
※検討中の場合は「未

定」
伊予市三秋1433番地

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水深0.0ｍ

浸水対策

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

国土強靭化地域計画
（計画の名称）

－

プラ要件化の
経過措置の適用

－

プラ施設整備事業 －

CO2削減率
※改良事業の場合

－

スラグの利用計画
※灰溶融施設を整備する場合

－

ストック対象物
※ストックヤードを整備

する場合

びん、紙類、缶、布
類等

備考
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表４　施設整備に関する計画支援事業等

事業番号 ① ② ③ ④ ⑤

関連する本体事業の番
号

1 1 1 1 1

事業名
伊予地区清掃セン

ターダイオキシン類
等事前調査

伊予地区清掃セン
ター財産処分申請及

び地歴調査

伊予地区清掃セン
ター解体工事発注仕

様書等作成業務

（仮称）ストック
ヤード及び中継施設

実施設計

（仮称）ストック
ヤード及び中継施設

実施設計

事業主体
伊予地区ごみ処理施

設管理組合
伊予地区ごみ処理施

設管理組合
伊予地区ごみ処理施

設管理組合
伊予市 伊予市

事業目的
伊予地区清掃セン

ター解体工事のため
伊予地区清掃セン

ター解体工事のため
伊予地区清掃セン

ター解体工事のため

マテリアルリサイクル推
進施設（仮称）ストック
ヤード及び中継施設整備
のため

マテリアルリサイクル推
進施設（仮称）ストック
ヤード及び中継施設整備
のため

事業概要
ダイオキシン類等事

前調査
財産処分申請、地歴

調査
発注仕様書作成

ストックヤード及び
中継施設の実施設計

実施設計にあたって
のボーリング調査

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○ ○ ○ ○

プラ要件の経過措置 － － － －

プラ施設整備事業 － － － －

備考
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表５　現有施設一覧

施設種別 焼却施設

施設名
伊予地区清掃
センター

施設所有主体
伊予地区ごみ処理
施設管理組合

型式及び処理方式 ストーカ式

処理能力（単位） 80t/日

エネルギー回収の有無 無

竣工年月 昭和52年3月

廃止又は休止（予定）年月 令和5年4月

施設所在地
伊予市三秋1433番

地

想定される浸水深 浸水深0.0ｍ

浸水対策

交付金を活用した解体を
実施する場合、その交付

条件
跡地利用の解体

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月

令和9年4月 予定

完了（予定）年月 令和11年3月 予定

関連する新設事業番号
※表３の事業番号

備考
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（１）地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく

６　関連するその他の施策

　　ア　ごみ減量・リサイクル促進のための施策内容

ごみの排出抑制や減量意識の向上、資源ごみの回収・再生利用を推進するため、広報への記事掲載やごみ
の出し方・資源ごみの分別方法等を記載したチラシの配布などによる啓発に努める。

生ごみ処理機等購入費に対する補助金交付制度が伊予市・松前町両市町において実施されており、本制度
を継続・促進することにより、生ごみ減量化の推進と減量化意識の向上を図る。

　　イ　プラスチック資源に関する施策内容

可燃ごみとして処理されているプラスチック資源について、新たな分別回収等により、リサイクル等を推
進する。

容器包装プラスチックと製品プラスチックごみの発生抑制のため、環境教育や情報発信を通じて意識した
行動を推進する。

本地域では、平成18年度より生活系ごみの可燃ごみについて指定袋制を導入している。指定袋は3種類で
あり（大45L・40円/枚、中30L・30円/枚、小20L・20円/枚）、排出量に応じた負担の公平化を図ってい
る。直接搬入ごみについては、従量制による処理手数料を徴収している。

今後、排出抑制と一層の費用負担の公平性を確保するため、適正なごみ処理手数料について検討を行って
いく。

　　ウ　ごみ処理手数料有料化の実施内容

　　エ　リチウム蓄電池に関する対策

リチウム蓄電池が混入することによる火災事故等を未然に防止するため、リチウム蓄電池の適切な分別、
排出方法について周知徹底する。
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　　カ　災害時の廃棄物処理に関する事項

　　オ　事業系ごみに関する施策内容

排出者責任を強化し、特に事業者から出る事業系ごみについては、多量排出者に対して減量及び適正処理
に関する指導を行う。

伊予市及び松前町の関連計画に基づき、訓練等を通じて円滑・迅速な処理が実現できる実効性の高い体制
を構築する。また、平時から関係法令その他留意事項について検討し、仮置場候補地を選定しておく。
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（１）計画のフォローアップ

（２）事後評価及び計画の見直し

７　計画のフォローアップと事後評価

伊予地区ごみ処理施設管理組合地域各市町は、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、
必要に応じて、伊予地区ごみ処理施設管理組合地域各市町、愛媛県及び国と意見交換をしつつ、計画の進
捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やかに計画の事後評価、
目標達成状況の評価を行う。また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させ
るものとする。なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すものと
する。
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総事業費（千円）

単位 開始 終了 開始 終了
複数計画
合算費

現計画での
総事業費

複数計画
合算費

合計 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

760,000 760,000 868,600 742,600 0 0 263,400 395,200 84,000 126,000

1
伊予地区ごみ処
理施設管理組合 R9 R10 R9 R10 760,000 760,000 658,600 658,600 263,400 395,200

1 伊予市 3.6 t/日 R11 R12 R11 R12 500,000 500,000 210,000 210,000 84,000 126,000

55,000 55,000 36,900 36,900 20,150 16,750 0 0 0 0

①
伊予地区ごみ処
理施設管理組合 R7 R7 R7 R7 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000

②
伊予地区ごみ処
理施設管理組合 R7 R7 3,600 3,600 0 0

③
伊予地区ごみ処
理施設管理組合 R7 R8 R7 R8 13,400 13,400 13,400 13,400 4,000 9,400

④ 伊予市 R7 R8 R7 R8 25,000 25,000 10,500 10,500 3,150 7,350

⑤ 伊予市 R8 R8 R8 R8 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

815,000 815,000 905,500 779,500 20,150 16,750 263,400 395,200 84,000 126,000合     　　計

マテリアルリサイクル推進等のための整備事業

ストックヤード整備事業（廃焼却施設解体）

計画支援事業等

事業番号③のための計画支援

総括表（交付期間における各交付対象事業の概算事業費）

事　業　種　別 交付対象事業費（千円）

備　　考

施　設　名　称　等

事業期間
交付金交付

期間

事業番号②のための計画支援

事業番号①のための計画支援

事業
番号

事業主体
名　　称

規　模

事業番号④のための計画支援

事業番号⑤のための計画支援

ストックヤード整備事業
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一般廃棄物の処理の実績と予測

目標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度

①総人口（人） 67,142 66,638 66,225 65,791 63,617 62,725 62,232 61,761 61,290 60,819 60,422 59,876

②事業系ごみ排出量
（トン）

6,675 6,885 7,099 4,051 4,152 4,083 4,020 3,948 3,882 3,811 3,722 3,608

③生活系ごみ排出量
（トン）

15,007 14,643 14,297 13,530 13,246 13,131 13,011 12,900 12,783 12,671 12,574 12,449

④1人1日当たりの
ごみ排出量
（ｇ/人日）

455 450 443 418 420 421 419 416 416 414 412 409

その他排出量
（トン）

571 557 520 465 465 465 465 465 465 465 465 465

⑤総排出量
（トン）

22,253 22,085 21,916 18,046 17,863 17,679 17,496 17,313 17,130 16,947 16,761 16,522

⑥1人1日当たりの
排出量
（ｇ/人日）

908 908 907 749 769 772 770 766 766 763 760 754

⑦総資源化量
（トン）

4,063 3,985 3,872 3,757 3,755 3,745 3,735 3,729 3,719 3,712 3,709 3,701

⑧埋立最終処分量
（トン）

3,211 2,967 3,221 1,747 1,738 1,726 1,714 1,703 1,692 1,681 1,671 1,657

生活系ごみ排出量
のうち資源化量
（トン）

3,856 3,698 3,591 3,475 3,501 3,494 3,488 3,487 3,480 3,478 3,480 3,477

年間日数
（日）

365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366

指標・単位

過去の状況・現状 予測
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571 557 520 465 465 465 465 465 465 465 465 465 

15,007 14,643 14,297 13,530 13,246 13,131 13,011 12,900 12,783 12,671 12,574 12,449 

6,675 6,885 7,099 

4,051 4,152 4,083 4,020 3,948 3,882 3,811 3,722 3,608 

22,253 22,085 21,916 

18,046 17,863 17,679 17,496 17,313 17,130 16,947 16,761 16,522 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度

過去の状況・現状 予測 目標

（トン） 事業系ごみ、生活系ごみ、その他排出量の推移

②事業系ごみ排出量

（トン）

③生活系ごみ排出量

（トン）

その他排出量

（トン）

4,063 3,985 3,872 3,757 3,755 3,745 3,735 3,729 3,719 3,712 3,709 3,701 

3,211 
2,967 

3,221 

1,747 1,738 1,726 1,714 1,703 1,692 1,681 1,671 1,657 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度

過去の状況・現状 予測 目標

（トン） 総資源化量と埋立て最終処分量の推移

⑦総資源化量

（トン）

⑧埋立最終処分量

（トン）
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67,142 
66,638 66,225 

65,791 

63,617 
62,725 

62,232 
61,761 

61,290 
60,819 60,422 

59,876 

56,000

58,000

60,000

62,000

64,000

66,000

68,000

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度

過去の状況・現状 予測 目標

（人） 総人口の推移

①総人口（人）

455 450 443 418 420 421 419 416 416 414 412 409 

908 908 907 

749 769 772 770 766 766 763 760 754 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度

過去の状況・現状 予測 目標

（ｇ/人日） １人１日当たりのごみ排出量・１人１日当たりの排出量の推移

④1人1日当たりの

ごみ排出量

（ｇ/人日）

⑥1人1日当たりの

排出量

（ｇ/人日）
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添付資料 1 対象地域図及び地域内の現況と予定（位置図） 
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添付資料 2 現有、解体及び新設予定の廃棄物処理施設が所在する地域のハザードマップ 

 

 
出典：伊予市総合防災マップ／伊予市危機管理課 

 

 

伊予地区清掃センター【現有・解体・新設】 

浸水想定なし 

土砂災害警戒区域（土石流） 

土砂災害特別警戒区域（土石流） 
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